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１．はじめに	
 

	
 

我が国の観光政策では、「住んでよし、訪れてよし」

という、定住人口と交流人口双方を対象とした政策に力

点が置かれている。とりわけ定住人口数の減少が予想さ

れる地域では、観光客や中長期滞在者などの交流人口数

の増加を目的とした政策が、税収増など地域経済などの

活性化に繋がると期待されている。	
 

	
 観光政策を立案する際には、しばしば、国内外の観光

市場における観光交流人口ODデータなどを用いて、マー

ケットシェアに基づくポートフォリオ・マトリックス分

析や目的地選択モデルの構築などを行い、デスティネー

ション・マーケティングを展開する。しかし、観光交流

人口ODデータを用いてマーケットシェアモデルや目的地

選択モデルを構築する際、選択肢数が多いことや、モデ

ル構築を目的にデータ収集されていないため例えば1)、現

況再現性の高いモデルが推定できないことが多い。	
 

	
 近年、人の移動に関する分析にも、マルチレベルモデ

ルを用いて、個人や地域、集団間の異質性を明示的に考

慮した分析手法が適用されつつある2)。また、最尤推定

法により解が得られないような場合に、ベイズ推定によ

りマルチレベルモデルの未知パラメータを推定する方法

も用いられている例えば3)。観光市場分析におけるマーケ

ットシェアモデルや目的地選択モデルの推定に際し、ベ

イズ・マルチレベルモデルを適用することで、現況再現

性の高いモデルを構築する可能性があると考えられるが、

従来このような研究は行われていない。	
 

	
 そこで本研究では、観光需要分析におけるマーケット

シェアモデル或いは目的地選択モデルの構築を前提に、

ベイズ・マルチレベルモデルによるロジットモデルを提

案し、その有効性を示すことを目的とする。	
 

	
 第二章では研究の方針と方法を述べ、第三章ではモデ

ルの適用結果を示す。最後に研究の課題と今後の展望に

ついてまとめる。	
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２．研究の方針と方法	
 

	
 

（１）研究の方針	
 

	
 本研究では、都道府県間の観光ODデータを用いたマー

ケットシェア分析或いは目的地選択モデルを前提として、

マルチレベルモデルに基づく集計型ロジットモデルを構

築する。とりわけ、ODペア毎の異質性を考慮して、モデ

ルパラメータを推定する。ODペア毎にモデルパラメータ

を推定する場合、最尤推定法では解が得られないと考え

られるため、階層ベイズ法によるシミュレーション（マ

ルコフ連鎖モンテカルロ法：MCMC）を適用する。	
 

	
 観光需要の分析には、第４回全国幹線旅客純流動調査

（2005年）4)、観光地の地域属性として「地域ブランド

戦略サーベイ」5)に記載されている地域ブランド力や魅

力度などの指標を用いる。	
 

	
 

（２）分析の方法	
 

	
 a）モデルの概要	
 

	
 発地

€ 

iに対して着地

€ 

jを選択する場合のマーケットシ

ェア

€ 

pijを説明する（目的地選択）モデルを以下のよう

に定式化する6)。発地

€ 

iに対して着地

€ 

jを選択する場合

の効用関数

€ 

Uijを、次式のようにあらわす。	
 

€ 

Uij = Xijβij + εij ,
=Vij + εij ,

εij ~ i.i.d.N 0,σ ij
2( )
	
 

地域数が

€ 

n、説明変数が

€ 

k個のとき、

€ 

βijは

€ 

ij地点間の

組み合わせに対する未知パラメータベクトル、

€ 

Xijは説

明変数行列、

€ 

εijは誤差項を意味する。効用関数の確定

項

€ 

Vijを用いて、発地

€ 

iに対する着地

€ 

jのマーケットシ

ェア

€ 

pijは、次式のようにあらわされる。	
 



€ 

pij =
exp Vij( )
exp Vij( )j∑

	
 

ここで未知パラメータ

€ 

βijは、混合効果を示す確定項

€ 

zij

と誤差項

€ 

ν ijとに分解できる。超パラメータ

€ 

ν、

€ 

V、

€ 

A、

€ 

Δを階層事前情報として用いることにより、誤差項の

分散

€ 

σ ij
2
、

€ 

Vβ
2
を事後情報として得ることが出来る3)。た

だし、

€ 

sijは誤差項

€ 

εijの分散

€ 

σ ij
2
に対するスケールパラ

メータ、

€ 

IW ⋅( )は逆ウィシャート分布である。	
 

  

€ 

βij = ʹ′ Δ zij +ν ij ,

Δ = δ1,,δk[ ],
σ ij
2 ~ ν ijsij

2 χν ij

2 ,

ν ij ~ i.i.d.N 0,Vβ
2( ),

Vβ ~ IW ν,V( ),

 

€ 

vec Δ( ) |Vβ ~ N vec Δ( ),Vβ ⊗ A−1( )	
 
	
 モデルパラメータを推定する際には、発地

€ 

iに対する

マーケットシェアの平均値

€ 

piおよび説明変数の平均値

€ 

X iを基準として対数変換する。	
 

	
 すなわち、以下のようにモデルパラメータを階層ベイ

ズ推定する。	
 

€ 

Vβ |ν,V

Δ |Δ,A
βi |Vβ ,Δ

σ ij
2 |ν ij ,sij

2

ln pij pi( )	
 

	
 b）モデル推定に用いる変数	
 

	
 観光目的来訪者が訪問先を選択する場合、発着地間の

アクセシビリティ、観光地側の観光関連施設やサービス、

受け入れ体制の整備状況、実際の整備水準よりも来訪者

が観光地に対して感じる魅力やブランド力、来訪意向等

に影響を受けると考えられる。他方、観光地側が自地域

へのデスティネーションマーケティングを展開する際に

は、発地となる地域の居住者に地域の魅力情報を発信す

ることが少なくない。	
 

	
 本研究では、第４回全国幹線旅客純流動調査（2005

年）3)の観光目的ODデータ（代表交通手段＝全機関、発

地＝居住地）及び地域間移動時間データを用いる。幹線

旅客純流動調査では、都道府県間を超える旅客流動を対

象としており、首都圏、中京圏、近畿圏における大都市

圏内の流動は都道府県内々の日常流動として対象外とな

っているが、都道府県単位での観光旅客流動に基づくマ

ーケットシェアを分析するには、十分と考えられる。分

析を単純化するため、地域間移動時間については、代表

交通機関別移動時間のうち最小の移動時間となるものを

採用した。地域魅力度に関する指標は、「2008地域ブラ

ンド戦略サーベイ」に記載されている、2006年調査デー

タのうち、地域ブランド力、訪問意向、居住意向に関す

る地域ブランド力評価値、土産品、郷土料理、観光施設、

自然資源、イベント、歴史資源、文化施設、宿泊施設、

インフラ（施設・道路）整備状況に関する地域ブランド

魅力度評価値のデータを用いることを検討した。変数間

の多重共線性などの影響を除外し、最終的に、地域ブラ

ンド力、自然資源及びインフラ整備に関する魅力度指標

を説明変数として採用した。	
 

	
 c）モデルパラメータのベイズ推定	
 

	
 本稿では、MCMCの代表的な手法であるギブズ・サンプ

ラーを用いてモデルパラメータをベイズ推定した。MCMC

は3,000回設定し、MCMCの収束判定を行った上で、稼働

検査期間を1,000回とした。	
 

	
 

３．モデルの推定結果	
 

	
 

（１）モデルパラメータの推定結果	
 

	
 a）変数別にみた推定結果	
 

	
 稼働検査期間を除くモデルパラメータの推定結果を、

変数毎に基本統計量をまとめたものを表-１に示す。平

均値を見ると、所要時間と定数項は負であり、他の変数

は正となっている。標準偏差がいずれも小さく、図-1に

も示されているように、モデルパラメータが平均の周辺

に分布していることから、モデルパラメータの推定結果

として妥当と言える。平均値の符号と2.5%値または97.

5%値の符号と異なる変数があるため、ODペア毎に変数を

取捨選択することによりモデル全体を改善できる可能性

があるが、その点については今後の課題としたい。	
 

	
 なお、提案したモデルは、最尤推定法では解が得られ

なかった。	
 

	
 

表-1 パラメータの推定結果（全体） 

変数名	
 平均値	
 2.5%	
 97.5%	
 s.d.	
 

定数項	
 -2.245	
 -3.570	
 -0.914	
 0.68	
 

所要時間	
 -0.036	
 -0.118	
 0.048	
 0.04	
 

ブランド力	
 0.008	
 -0.166	
 0.183	
 0.08	
 

自然資源	
 0.041	
 -0.428	
 0.514	
 0.24	
 

インフラ整備	
 0.100	
 -0.965	
 1.139	
 0.55	
 

	
 



	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図-1 パラメータの分布 

	
 

	
 b）都道府県別の推定結果	
 

	
 モデルパラメータの推定結果の平均値をもちいて、都

道府県別のパラメータ推定結果について示してみよう。	
 

	
 例えば、地域ブランド魅力度指標として自然資源を取

り上げた場合、東京都を発地とするモデルパラメータの

分布は、図-2のようになる。この結果から、青森県や宮

城県、長野県などではモデルパラメータが正で相対的に

絶対値が大きいことから、これらの地域では自然資源に

関する地域ブランド魅力度を高めることにより、東京都

からの観光客のシェア増加につながる可能性があるとい

えよう。	
 

	
 インフラ整備指標に関するパラメータ分布を見ると

（図-3）、山形県、長野県、愛知県、島根県などの自治

体でパラメータの値が正で相対的に大きいことがわかる。

これらの自治体では、自治体内でのインフラ整備に関す

るブランド力を高めることにより、東京都からの観光客

誘致に繋がる可能性があることがあるといえる。山形県

や島根県は、インフラ整備に関する地域ブランド魅力度

が、全国的に見て相対的に非常に小さい結果が示されて

いるが、地域のインフラ整備を進めることで、東京都か

らの観光客誘致が期待できる可能性があると考えられる。	
 

	
 長崎県を着地とする所要時間のパラメータ分布をみる

と、図-4のようになる。この結果から、長崎県に対する

所要時間改善による観光客数増加につながる可能性があ

る都道府県は、福岡県や佐賀県などの近県に加え、愛媛

県や青森県などがあげられることが示された。	
 

	
 以上のように、ODペア毎にモデルパラメータを推定す

ることで、自治体が他の地域に対してどのようなデステ

ィネーションマーケティングを展開すればよいかを、個

別に検討することが出来るようになる。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図-2 「自然資源」のパラメータ分布（平均、発地＝東京都） 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図-3 「インフラ整備」のパラメータ分布 

（平均、発地＝東京都） 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図-4 「所要時間」のパラメータ分布（平均、着地＝長崎県） 

	
 c）現況再現性	
 

	
 得られたパラメータ推定結果の平均値を用いてマーケ

ットシェアモデルを構築し、都道府県別観光客発生交通

量をかけることにより、観光目的ODデータを再現した。

その結果、OD交通量ゼロのODペアを除き、現況観光ODデ

ータと再現した観光ODデータの相関は図-5のとおりであ

り、R2値は0.9993、RMSE誤差は73.5であった。	
 

定数項 所要時間 

地域ブランド力 自然資源 

インフラ整備 



	
 

	
 

	
 

図-5 モデルの現況再現性 

	
 

表-2 RMSE誤差の比較 

モデル	
 RMSE誤差	
 

提案モデル	
 73.5	
 

モデル１	
 2767.9	
 

モデル２	
 4298.8	
 

	
 

	
 モデル推定結果の現況再現性の高さを比較検討するた

め、以下の2つのモデルも比較し、RMSE誤差を算出した。

モデル１は、ODペア毎の異質性を考慮しない従来型のモ

デルをベイズ推定した。モデル２は、提案したモデルの

異質性に関する仮定を緩和して着地毎にモデルパラメー

タをベイズ推定したモデルである。	
 

モデル１：ODペア間の異質性を考慮しない	
 

モデル２：着地毎の異質性を考慮	
 

	
 この結果、RMSE誤差は表-2のようになり、提案したモ

デルが最もRMSE誤差が小さい結果となった。モデル１は

R2値が0.14であった。モデル２でRMSE誤差が大きいのは、

沖縄を着地とする観光客数が過大推計されたためである。	
 

	
 以上のような結果から、提案したモデルでの現況再現

性は非常に高いといえる。	
 

	
 

４．おわりに	
 

	
 本研究では、ベイズ・マルチレベルモデルと集計型ロ

ジットモデルを組み合わせた、マーケットシェアモデル

を提案した。提案したモデルでは、誤差項の分散にODペ

ア間の異質性を考慮することで、誤差項の分散不均一を

仮定したモデルとなっている。	
 

	
 全国幹線旅客流動調査の観光目的ODデータなどを用い

て適用した結果、ODペア毎にモデルパラメータをベイズ

推定することにより、非常に現況再現性の高いモデルを

構築することが出来た。それにより地域ブランド力や観

光資源、社会資本整備に関するイメージ、魅力度の改善

が観光客の増加に与える影響を、自治体の組み合わせ毎

に考察することができた。ブランド力や魅力度に関する

指標は、観光関連の社会基盤整備による影響を直接計測

できる指標ではないが、観光行動に直接影響を与える指

標と考えられる。今後、ブランドやイメージの改善、地

域のソフトパワーの向上が、観光集客交流人口の増減、

及びそれに伴う自治体の税収増や雇用創出効果に与える

影響を検討していきたい。	
 

	
 ベイズ推定は、サンプル数が少ない場合や最尤推定法

などで解が得られない場合のモデル推定に有効であると

言われているが、本研究で提案したようなモデルでも、

モデルに併せてパラメータを推定できるベイズ推定の有

効性が示されたと言える。今回は、マーケットシェアモ

デルを例に分析を行ったが、集計型の目的地選択モデル

や手段選択モデルなど、観光行動の分析への適応も、有

益と考えられる。	
 

	
 ODペア毎にモデルパラメータを推定するような場合に

は、ODペア毎に変数を取捨選択することで、モデルの改

善が期待できるが、この点は今後の課題としたい。	
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